
１．平成１７年９月中間期の業績（平成１７年４月１日～平成１７年９月３０日） 

  

※ 業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき作成したものであり、予想につきましては様々な不確定

要素が内在しておりますので、実際の業績はこれらの予想数値と異なる場合があります。 

平成１８年３月期 個別中間財務諸表の概要 
平成１７年１１月９日

会 社 名 曽田香料株式会社 上場取引所  ＪＱ 

コード番号 ４９６５ 本社所在都道府県 東京都 

(URL http://www.soda.co.jp)

代  表  者 役 職 名 代表取締役社長   氏名  光安 哲夫 
問い合わせ責任者 役 職 名 取締役管理部門長  氏名  中島 直文 
      ＴＥＬ （０３）５６４５－７３４０

決算取締役会開催日 平成１７年１１月９日 中間配当制度の有無 有 

中間配当支払開始日 平成１７年１２月９日 単元株制度採用の有無 有（１単元 1000株）

(1)経営成績 （百万円未満は切捨表示）

  売上高 営業利益 経常利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１７年９月中間期 9,426 (   0.8) 815 ( 12.0) 841 (  11.9)

１６年９月中間期 9,353 (   2.1) 727 (  61.9) 751 (  66.8)

１７年３月期 18,295  1,334  1,346  

  中間(当期)純利益 
１株当たり中間
(当期)純利益 

  百万円 ％ 円 銭

１７年９月中間期 530 (  9.2) 53 11
１６年９月中間期 486 (  69.5) 48 64
１７年３月期 850  83 99
（注）①期中平均株式数 17年9月中間期 9,997,790株 16年9月中間期 9,997,790株 17年3月期 9,997,790株 

  ②会計処理の方法の変更 無 

  ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 

(2)配当状況  

  
１株当たり 
中間配当金 

１株当たり
年間配当金 

  
  

  円 銭 円 銭

１７年９月中間期 5 00    ――――――  

１６年９月中間期 5 00    ――――――

１７年３月期     ―――――― 10 00

(3)財政状態  

  総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

  百万円 百万円 ％ 円 銭

１７年９月中間期 16,052 7,306 45.5 730 77
１６年９月中間期 15,675 6,441 41.1 644 33
１７年３月期 15,965 6,784 42.5 677 58
（注）①期末発行済株式数 17年9月中間期 9,997,790株 16年9月中間期 9,997,790株 17年3月期 9,997,790株 

  ②期末自己株式数 17年9月中間期 2,210株 16年9月中間期 2,210株 17年3月期 2,210株 

２．平成18年3月期の業績予想（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）  

  売上高 経常利益 当期純利益
１株当たり年間配当金

期末   

    百万円   百万円 百万円 円 銭 円 銭

通 期 18,570 1,530 950 5 00 10 00

（参考） １株当たり予想当期純利益（通期） 95円02銭 
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６．個別中間財務諸表等 
(1) 中間貸借対照表 

  
前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金  1,144,049   1,641,016   1,534,062   

２．受取手形   253,891   133,213   215,246   

３．売掛金  3,435,390   3,474,087   3,464,800   

４．たな卸資産  4,166,461   4,327,840   4,069,673   

５．その他   279,510   308,592   311,055   

  貸倒引当金  △7,000   △900   △5,000   

流動資産合計   9,272,302 59.2  9,883,851 61.6  9,589,839 60.1 

Ⅱ 固定資産           

(1）有形固定資産 ※１          

１．建物 ※２ 1,241,169   1,194,518   1,240,848   

２．機械及び装置 ※２ 1,483,173   1,431,223   1,555,939   

３．土地 ※２ 1,139,372   1,139,372   1,139,372   

４．その他 ※２ 600,993   447,392   492,246   

有形固定資産合計   4,464,709 28.5  4,212,506 26.2  4,428,406 27.7 

(2）無形固定資産   207,651 1.3  155,560 1.0  179,996 1.1 

(3）投資その他の資産           

１．投資有価証券  804,245   950,466   858,507   

２．繰延税金資産  709,072   669,310   702,810   

３．その他   217,531   180,850   206,384   

投資その他の資産
合計   1,730,849 11.0  1,800,627 11.2  1,767,702 11.1 

固定資産合計   6,403,210 40.8  6,168,694 38.4  6,376,105 39.9 

資産合計   15,675,513 100.0  16,052,546 100.0  15,965,944 100.0 
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前中間会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形   449,463   482,443   346,106   

２．買掛金  2,093,340   2,126,868   1,970,695   

３．短期借入金  1,500,000   1,200,000   1,300,000   

４．一年以内返済予定
長期借入金 

  200,000   1,300,000   1,500,000   

５．一年以内償還予定
社債 

※２ －   500,000   500,000   

６．未払法人税等  330,000   330,000   440,000   

７．賞与引当金  310,000   320,000   320,000   

８．設備関係支払手形  78,754   57,377   141,908   

９．その他 ※４ 476,550   461,387   665,563   

流動負債合計   5,438,109 34.7  6,778,075 42.2  7,184,274 45.0 

Ⅱ 固定負債           

１．社債 ※２ 500,000   －   －   

２．長期借入金   1,300,000   －   －   

３．退職給付引当金  1,888,893   1,841,983   1,875,630   

４．役員退職慰労引当
金  89,619   107,952   102,740   

５．その他  17,000   18,448   18,448   

固定負債合計   3,795,512 24.2  1,968,383 12.3  1,996,818 12.5 

負債合計   9,233,621 58.9  8,746,459 54.5  9,181,092 57.5 

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   1,490,000 9.5  1,490,000 9.3  1,490,000 9.4 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  1,456,855   1,456,855   1,456,855   

資本剰余金合計   1,456,855 9.3  1,456,855 9.1  1,456,855 9.1 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  118,998   118,998   118,998   

２．任意積立金  2,452,809   3,143,772   2,452,809   

３．中間（当期）未処
分利益  807,792   901,221   1,121,706   

利益剰余金合計   3,379,600 21.6  4,163,993 25.9  3,693,515 23.1 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   116,445 0.7  196,248 1.2  145,491 0.9 

Ⅴ 自己株式   △1,009 △0.0  △1,009 △0.0  △1,009 △0.0 

資本合計   6,441,891 41.1  7,306,087 45.5  6,784,852 42.5 

負債・資本合計   15,675,513 100.0  16,052,546 100.0  15,965,944 100.0 
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(2) 中間損益計算書 

  
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

前事業年度の要約損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   9,353,809 100.0  9,426,509 100.0  18,295,191 100.0 

Ⅱ 売上原価   6,779,732 72.5  6,799,116 72.1  13,257,860 72.5 

売上総利益   2,574,076 27.5  2,627,393 27.9  5,037,330 27.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   1,846,228 19.7  1,811,998 19.3  3,702,676 20.2 

営業利益   727,848 7.8  815,395 8.6  1,334,654 7.3 

Ⅳ 営業外収益 ※１  43,678 0.4  47,832 0.5  54,834 0.3 

Ⅴ 営業外費用 ※２  19,678 0.2  22,105 0.2  43,372 0.2 

経常利益   751,848 8.0  841,122 8.9  1,346,116 7.4 

Ⅵ 特別利益 ※３  － －  4,100 0.0  2,000 0.0 

Ⅶ 特別損失 ※４  4,987 0.0  11,145 0.1  12,231 0.1 

税引前中間(当期)
純利益   746,861 8.0  834,077 8.8  1,335,884 7.3 

法人税、住民税及
び事業税  298,994   296,727   550,226   

法人税等調整額  △38,445 260,548 2.8 6,383 303,110 3.2 △64,558 485,668 2.7 

中間(当期)純利益   486,312 5.2  530,966 5.6  850,216 4.6 

前期繰越利益   321,479   370,255   321,479  

中間配当額   －   －   49,988  

中間(当期)未処分
利益   807,792   901,221   1,121,706  
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

１．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 

(1)有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

 時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に

基づく時価法 

(評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は

移動平均法により算定して

おります。) 

(1)有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

(1)有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく

時価法 

(評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は

移動平均法により算定して

おります。) 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

(2)たな卸資産 

①製品・仕掛品・貯蔵品 

総平均法による原価法 

②商品・原材料 

移動平均法による原価法 

(2)たな卸資産 

              同左 

(2)たな卸資産 

              同左 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 

定率法 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物（附属設備を

除く）については定額法 

なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物    ８－５０年 

機械装置  ４－８年 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 

    同左 

(2)無形固定資産 

 定額法 

 なお、ソフトウェア（自社利

用）については社内における利

用可能期間（５年）による定額

法 

(2)無形固定資産 

同左 

(2)無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は、貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は、個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上して

おります。 

３．引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

同左 

３．引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

同左 

(2)賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てる

ため、支給見込額に基づき計上

しております。 

(2)賞与引当金 

同左 

(2)賞与引当金 

               同左 
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前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

(3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間期末において発生し

ていると認められる額を計上し

ております。 

なお、会計基準変更時差異に

ついては５年による按分額を当

該年数にわたって費用の減額処

理しております。 

数理計算上の差異については

その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（10

年）による定額法により、それ

ぞれ発生の翌事業年度から費用

処理することとしております。 

(3）退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

 め、当期末における退職給付債

 務及び年金資産の見込額に基づ

 き、当中間期末において発生し

 ていると認められる額を計上し

 ております。    

    数理計算上の差異については 

   その発生時の従業員の平均残存 

   勤務期間以内の一定の年数（10 

   年）による定額法により、それ 

   ぞれ発生の翌事業年度から費用 

   処理することとしております。 

  

  

  

  

(3）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

 なお、会計基準変更時差異に

ついては５年による按分額を当

該年数にわたって費用の減額処

理しております。 

 数理計算上の差異については

各事業年度の発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数（10年）による定額法によ

り、それぞれ発生の翌事業年度

から費用処理することとしてお

ります。 

(4) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しておりま

す。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

(4）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備

えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

４．リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

４．リース取引の処理方法 

               同左 

４．リース取引の処理方法 

               同左 

５．ヘッジ会計の方法 

イ．ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジを採用しておりま

す。 

５．ヘッジ会計の方法 

イ．ヘッジ会計の方法 

同左 

５．ヘッジ会計の方法 

イ．ヘッジ会計の方法 

同左 

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段は先物為替予約であ

り、ヘッジ対象は主として外貨建

予定取引であります。 

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

ハ．ヘッジ方針 

 主として、当社の「社内規程」

に従い、外貨建の売上及び仕入契

約の為替変動リスクをヘッジして

おります。原則として、外貨建の

売掛金・買掛金及び成約高の範囲

で行うこととしております。 

ハ．ヘッジ方針 

同左 

ハ．ヘッジ方針 

同左 

二．ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象の重要

な条件が一致しているため有効性

の評価を省略しております。 

二．ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

二．ヘッジ有効性評価の方法 

同左 
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式によっておりま

す。 

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

      同左 

６．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

      同左 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

前会計年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

―――――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

  当中間会計期間より、固定資産の 

減損に係る会計基準（「固定資産の 

減損に係る会計基準の設定に関する 

意見書」（企業会計審議会 平成14 

年８月９日））及び「固定資産の減 

損に係る会計基準の適用指針」（企 

業会計基準適用指針第６号 平成15 

年10月31日）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はあり 

ません。 

―――――― 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（中間損益計算書関係） 

項目 
前中間会計期間末 

（平成16年９月30日） 

当中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 

前事業年度末 

（平成17年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償

却累計額 

9,286,313千円 9,702,390千円 9,522,330千円 

※２．担保提供資産    

工場財団    

建物 

機械及び装置 

土地 

その他 

計 

346,520千円 

649,317 

354,674 

150,132 

1,500,645千円 

349,301千円 

681,319 

354,674 

140,592 

1,525,888千円 

358,818千円 

753,106 

354,674 

152,427 

1,619,026千円 

上記に対応する債務    

  社債 500,000千円 500,000千円 500,000千円 

 ３．偶発債務    

(1）債権流動化に伴う買戻

義務額 

388,007千円 465,753千円 269,863千円 

※４．消費税等の取扱い  仮払消費税等及び仮受消費税等

は相殺しており、相殺後の金額 

29,584千円は流動負債の「その

他」に含めて表示しております。 

 仮払消費税等及び仮受消費税等

は相殺しており、相殺後の金額 

8,404千円は流動負債の「その 

他」に含めて表示しております。 

―――――― 

項目 
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

前事業年度
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

※１．営業外収益のうち重

要なもの 

   

受取利息 2千円 156千円 6千円 

受取配当金 36,519 38,343 38,177

※２．営業外費用のうち重

要なもの 

   

支払利息 9,691千円 8,116千円 18,317千円 

社債利息 5,781 5,813 11,468

為替差損 － － 6,757

※３．特別利益のうち重要

なもの 

   

貸倒引当金戻入益 －千円 4,100千円 2,000千円 

※４．特別損失のうち重要

なもの 

   

固定資産処分損 4,987千円 8,495千円 10,783千円 

 ５．減価償却実施額    

有形固定資産 292,015千円 278,937千円 617,174千円 

無形固定資産 31,532 29,992 62,189
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① リース取引 

項目 

前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 

 至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成17年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成16年４月１日 

 至 平成17年３月31日) 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

 

 

取得価

額相当

額 

(千円) 

減価償

却累計

額相当

額 

(千円) 

中間期

末残高

相当額 

(千円) 

その他の

有形固定

資産 

204,935 107,557 97,377 

無形固定

資産 
129,371 86,861 42,509 

合計 334,306 194,419 139,886 

 

取得価

額相当

額 

(千円) 

減価償

却累計

額相当

額 

(千円) 

中間期

末残高

相当額 

(千円) 

その他の

有形固定

資産 

226,849 143,377 83,471 

無形固定

資産 
139,967 113,167 26,799 

合計 366,816 256,545 110,271 

 

取得価

額相当

額 

(千円) 

減価償

却累計

額相当

額 

(千円) 

期末残

高相当

額 

(千円) 

その他の

有形固定

資産 

227,005 130,525 96,480 

無形固定

資産 
134,009 103,179 30,829 

合計 361,014 233,704 127,309 

 （注）取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有

形固定資産の中間期末残高

等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により

算定しております。 

 （注）   同左 （注）取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利

子込み法により算定してお

ります。 

 ２．未経過リース料中間期末残高

相当額 

２．未経過リース料中間期末残高

相当額等 

未経過リース料中間期末残高

相当額 

２．未経過リース料期末残高相当

額 

 １年内 72,497千円 

１年超 67,388千円 

合計 139,886千円 

１年内 47,348千円 

１年超 62,922千円 

合計 110,271千円 

１年内 62,174千円 

１年超 65,135千円 

合計 127,309千円 

 （注）未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース

料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため支払利

子込み法により算定してお

ります。 

（注）   同左 （注）未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期

末残高が有形固定資産の期

末残高等に占める割合が低

いため支払利子込み法によ

り算定しております。 

 ３．支払リース料及び減価償却費

相当額 

３．支払リース料、リース資産減

損勘定の取崩額、減価償却費

相当額及び減損損失 

３．支払リース料及び減価償却費

相当額 

 支払リース料 38,075千円 

減価償却費相

当額 
38,075千円 

支払リース料 38,734千円 

減価償却費相

当額 
38,734千円 

支払リース料 78,055千円 

減価償却費相

当額 
78,055千円 

 ４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

   

  

 （減損損失について） 

   リース資産に配分された減損損 

 失はありません。 
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② 有価証券 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはあり

ません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額   644円33銭

１株当たり中間純利益

金額 
 48円64銭

１株当たり純資産額    730円77銭

１株当たり中間純利益

金額 
 53円11銭

１株当たり純資産額    677円58銭

１株当たり当期純利益

金額 
  83円99銭

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

同左 なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

 
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日
 至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

前事業年度
(自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額    

中間（当期）純利益（千円） 486,312 530,966 850,216 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 10,500 

  （うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (10,500) 

普通株式に係る中間（当期）純利益（千

円） 
486,312 530,966 839,716 

期中平均株式数（千株） 9,997 9,997 9,997 
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